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1.  21年3月期の業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 3,083 6.9 696 1.4 1,055 △0.4 585 △5.9

20年3月期 2,885 2.3 686 9.4 1,060 15.7 622 11.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 53.22 ― 3.8 6.2 22.6
20年3月期 56.54 ― 4.0 6.2 23.8

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  1,130百万円 20年3月期  1,207百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 16,927 15,434 91.2 1,402.62
20年3月期 17,014 15,319 90.0 1,391.91

（参考） 自己資本   21年3月期  15,434百万円 20年3月期  15,319百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 1,132 △122 △226 5,539
20年3月期 1,409 △2,048 △226 4,755

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
純資産配当

率（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 20.00 20.00 220 35.4 1.4
21年3月期 ― ― ― 20.00 20.00 220 37.6 1.4

22年3月期 
（予想）

― ― ― 25.00 25.00 39.8

3.  22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

1,328 △21.6 251 △30.3 617 △9.2 430 △3.8 39.15

通期 2,488 △19.3 556 △20.2 950 △10.0 657 12.3 59.75
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4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

［（注）詳細は、16ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。］ 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

［（注）1株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、31ページ「1株当たり情報」をご覧ください。] 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 11,028,869株 20年3月期 11,028,869株

② 期末自己株式数 21年3月期  24,544株 20年3月期  22,765株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

(将来に関する記述等についてのご注意) 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。実績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、3ページ「1.経営成績(1)経営成績の分析」をご覧ください。 
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新立川航空機㈱(5996)平成21年3月期決算短信(非連結)

 1.経営成績

（1）経営成績に関する分析

　　①当期の経営成績

 　　　当期における我が国経済は、米国に端を発した世界的金融危機が実体経済に影響を及ぼし、株価の下落

　　や円高などにより減益や赤字に転落する企業が出るなど企業収益の深刻さが増し厳しい状況となっており

 　　ます。

　　　個人消費は、業績悪化により賃金や雇用を減らす圧力の高まりを反映し低迷しており景気の先行きに不

　　透明感を増長する状況にあります。

　　　このような状況下におきまして、当社事業部門は品質マネージメントシステムの維持管理および作業改

　　善を実施し顧客満足度の向上を図ることにより売上高の増大を目指しました。

　　　業績につきましては、暖房機の売上は減少しましたが、食器洗浄機、製紙装置、および航空機部品の売

　　上が増加しましたので、事業部門全体の製品売上高は1,469百万円(前年同期比9.3％増)となりました。

　　　一方、不動産部門におきましては、一部テナントの解約があったものの5階建て建物の新築により増床と

　　なった立川工場15号棟、25号棟が賃貸料収入増加に寄与したことなどにより賃貸料収入は1,614百万円(同

　　4.8％増)となりました。

　　　この結果、当期の売上総額は3,083百万円(同4.8％増)、営業利益は696百万円(同1.4％増)、経常利益は

　　1,055百万円(同0.4％減)、当期純利益は繰延税金資産の取り崩しを行ったことで585百万円(同5.9％減)と

　　なりました。

　　②次期の見通し

　　　次期に当社は企業再建整備法に基づく会社認可設立60周年を迎えますが、経済環境は当期以上に不安

　　定な経済状態が続くものと思われます。

　　　このような環境のもと事業部門におきましても、受注量の大幅な減少が見込まれますので、営業活動を

　　活発に行うことにより受注量の増大を目指すとともに、余剰となった工数を教育訓練や作業改善活動に振

　　り向け、作業の効率化と品質の向上を促進することにより将来に備えたいと存じます。

　　　また、不動産部門におきましては、空き物件への早期のテナント確保を行うことにより増収増益を目指

　　してまいります。

　　　平成22年3月期の通期の業績につきましては、売上高は2,488百万円(同19.3％減)、営業利益は556百万円

　　(同20.2％減)、経常利益950百万円(同10.0％減)、当期純利益は657百万円(12.3％増)を見込んでおります。

（2）財政状態に関する分析

　　①資産の状況

　　　当事業年度末における流動資産は7,938百万円(前年同期比781百万円減)となりました。これは、主と

　　して有価証券が1,199百万円減少したこと、仕掛品が151百万円減少したこと等によるものであります。
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新立川航空機㈱(5996)平成21年3月期決算短信(非連結)

　　　固定資産は8,989百万円(同695百万円増)となりました。これは、主として建物が1,550百万円増加した

　　こと、建設仮勘定が669百万円減少したこと等によるものであります。

　　　この結果、資産合計は16,927百万円(同86百万円減)となりました。

　　②負債の状況

　　　当事業年度末における流動負債は1,059百万円(同264百万円減)となりました。これは、主として未払法

　　人税等が288百万円減少したこと、設備関係支払手形が128百万円増加したこと等によるものであります。

　　　固定負債は432百万円(同62百万円増)となりました。これは、主として長期預り保証金が43百万円増加

　　したこと等によるものであります。

　　　この結果、負債合計は1,492百万円(同201百万円減)となりました。

　　③純資産の状況

　　　当事業年度末における純資産合計は15,434百万円(同115百万円増)となりました。これは、主として利

　　益剰余金が365百万円増加したこと、その他有価証券評価差額金が243百万円減少したこと等によるもので

　　あります。

　　④キャッシュ･フローの状況

　　　当事業年度末における現金及び現金同等物は5,539百万円となり、前事業年度末に比べ783百万円(同

　　16.5％)の増加となりました。

　　　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　（営業活動によるキャッシュ･フロー）

　　　営業活動によるキャッシュ・フローの増加額は1,132百万円となり、前年同期に比べ277百万円(同19.6

　　％)減少しました。これは、仕入債務の減少額が前年同期に比べ205百万円増加したこと、前事業年度に

　　おいて計上していた未収法人税等の入金がなくなったこと等によるものであります。

　　（投資活動によるキャッシュ･フロー）

　　　投資活動によるキャッシュ・フローの支出額は122百万円となり、前年同期に比べ1,926百万円(同94.0

　　％)減少しました。これは、国債の収得や立川工場15号棟、25号棟新築工事代金の支払い等があったも

　　のの、国債の満期償還による収入があったこと等によるものであります。

　　（財務活動によるキャッシュ･フロー）

　　　財務活動によるキャッシュ・フローは226百万円の支出となり、前年同期に比べ0百万円(同0.2％)減少

　　しました。これは、自己株式の取得による支出が前年同期に比べ0百万円減少したこと等によるものであ

　　ります。
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新立川航空機㈱(5996)平成21年3月期決算短信(非連結)

当社のキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

3月期 3月期 3月期 3月期 3月期

87.3 85.7 89.9 90.04 91.18

153.0 150.5 159.69 249.05 286.04

0.1 　－ 　－ 　－ 　－ 

603.3 930.1 　－ 　－ 　－ 

自己資本比率 ：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額/総資産

キャッシュ･フロー対有利子負債比率 ：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

インタレスト･カバレッジ･レシオ ：営業キャッシュ・フロー/利払い

(注1)株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注2)有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

　　 ります。

(注3)営業キャッシュ･フロー及び利払いは、キャッシュ･フロー計算書に計上されている「営業活動による

　　 キャッシュ･フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　し、適正に利益を還元することを基本方針としております。

　留保の充実と、安定的配当の継続を念頭に置きつつ業績、財政の状況及び配当性向等を総合的に勘案して決

　定し年1回の期末配当を基本的な方針としております。

　　このような方針に基づき、当期の配当金につきましては、業績等を総合的に勘案し、1株につき普通配当20

　円を予定しております。

　　次期の配当金につきましては、1株につき普通配当20円に企業再建整備法に基づく会社認可設立60周年を

　記念して記念配当5円を加え計25円といたしたいと存じます。

　ります。

　②製品の品質保証について

　　当社は、ISO9001、JISQ9100を取得し、製品の品質には万全を期しておりますが、既納製品が長年にわたり

　市場にあり、老朽化やメンテナンス不良等による事故の発生等も考えられ、当社にその責任を転嫁される恐

　当社の経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼすリスクがあります。

    取引先の分散に意を用いておりますが、近年事業部門、不動産部門ともに、客先が特定取引先及びその関

　係会社に集中しており、同社の経営戦略及び業績の変動により当社の業績が大きく影響を受ける可能性があ

　　また、当社は、賠償保険に加入しておりますが、これらの保険の補償範囲を超えた請求が認められた場合、

　れがあります。

　①特定取引先との取引について

自己資本比率(％)

時価ベースの自己資本比率(％)

キャッシュ･フロー対有利子負債比率(年)

インタレスト･カバレッジ･レシオ(倍)

　　当社は、企業価値の向上による株主利益の増大に努め、株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対

　　株主の皆様に対する配当金につきましては、将来の事業拡大への資金需要や経営基盤の強化に備えた内部

(4)事業等のリスク
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　③災害等に関するリスク

　　立川工場の賃貸物件については、順次建替えを進めておりますが戦前に建築した建物も多く老朽化が進

　んでおりますので、火災に対しては、防災センター、自衛消防隊等を組織し防災活動に力を入れておりま

　すが、万一火災が発生した場合には大きな損失を被る恐れがあり、大規模な地震、台風等自然災害により

　多大な損害を被り、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

　④保有株式について

　　当社は、営業上の政策や投資目的等のため株式を保有しておりますが、投資先企業の企業価値が低下し

　た場合、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

　⑤内部統制について

　「消防法」「労働安全衛生法」等様々な法的規制を受けておりますが、これらの法的規制が強化され、

　対応するため新たな費用等が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　　当社は、コーポレートガバナンス、コンプライアンス及びリスク管理を経営上の重要な課題と位置付け､

　内部統制システムを構築しております。業務運営においては役員･社員の不正及び不法行為の防止に万全

　を期しておりますが、万一係る不正行為が発生した場合、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼすリスク

　があります。

　⑥法的規制について

　　事業部門及び不動産部門におきまして「会社法」「金融商品取引法」「建築基準法」「都市計画法」

　⑦土壌汚染処理のよるリスク

　　新規に建物を建築するために既存の建物を取り壊し、土壌が汚染されていた場合には、土壌汚染処理

　費用が膨大になり、当社の経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼすリスクがあります。
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2.企業集団の状況

当社と当社の関係会社、関連当事者との事業の位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、

次のとおりであります。

（1）当社は関連会社の立飛企業㈱から消耗品を購入しております。

（2）当社はその他の関係会社の立飛開発㈱の広告用看板を設置しております。

（3）当社は関連会社の泉興業㈱に電算業務を委託しております。

（4）当社は関連会社の立飛メンテナンス㈱に清掃業務を委託しております。

（5）当社は関連当事者(法人主要株主)の㈱ＩＨＩへ製品を販売し、有償支給原材料を購入して

　　  おります。

事業の系統図は次のとおりであります。

当社の事業の種類別セグメントに基づく関係会社及び主要な関連当事者の事業区分は次のとおりで

あります。

㈱ 不動産賃貸業

㈱ ゴルフ練習場の運営

㈱ 自動販売機管理業務、損害保険代理店、

生命保険募集代理店、電算機計算業務

㈱ 建築物・ビル・土地の管理、設備管理

緑地管理

機械・物流・鉄構・プラント・航空エンジン・

船舶海洋等の製造販売

そ の 他 の 事 業 立 飛 開 発

㈱ Ｉ Ｈ Ｉ

〃

〃

産 業 機 械 製 造 業

立飛メンテナンス

泉 興 業

立 飛 企 業

当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社

賃 貸 業

得　　　　　　　　　　意　　　　　　　　　　先

関 連 当 事 者 （ 法 人 主 要 株 主 ）
代　理　店　・　一　般

㈱ Ｉ Ｈ Ｉ

製　　品 有償支給原材料 製　　品 不動産賃貸

広告用看板設置 電算業務委託 清掃業務委託

　 　 　関連会社
立飛企業㈱

その他の関係会社
　立飛開発㈱

関連会社
泉興業㈱

関連会社
立飛ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱

消耗品購入
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3.経　営　方　針

（1）会社の経営の基本方針

当社は、

　1．利益を追求し、企業価値を高め、顧客、株主、従業員、会社の4者の永続発展を図る。

　2．法令遵守の精神にのっとり事業を展開する。

　3．働き甲斐のある場を作りプロ集団を目指す。

を経営の基本方針としております。

（2）目標とする経営指標

当社は経営方針に基づき安定的かつ持続的な成長と利益の確保を経営目標にしており、自己資本比率等の

財政面の指標及び営業利益、経常利益等の収益性の指標を重視しております。

（3）中長期的な社会の経営戦略及び会社の対処すべき課題

当社は経営環境の変化に柔軟かつ機動的に対応できる組織作りを目指し、優秀な人材確保に努め、増収増

益を目指し経営基盤の強化を図ってまいります。

事業部門におきましては、一般産業機械関係は、価格競争に打ち勝つために、さらなるコストダウンが要

求されておりますので、作業改善ならびに工数管理の徹底によりコストの削減に努めてまいります。

航空機部品関係は、作業方法を抜本的に見直す改善活動をさらに推し進めることにより採算性の向上を図

り、民間航空機部品の受注活動を強化すること等により、売上高の増大を目指してまいります。

また、不動産部門におきましては、当社立川工場周辺におきまして、法務局、地方裁判所、立川市役所、

拘置所等の建設が進んでおり、また、国有地の民間への払い下げによる商業施設、および、立川市による公

共施設の建設が予定されているなど、今後2～3年の間に大型施設の開発が予想され、当社周辺の環境は大幅

に変化することが見込まれますので、周辺環境の最新の情報を入手し客先のニーズ沿った当社建物の建て替

えを行う等、有効活用を行うことにより賃貸料収入のさらなる増大を目指してまいります。

（4）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。
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4．財務諸表

（１）【貸借対照表】
（単位：百万円）

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

未収賃貸料

有価証券

仕掛品

原材料及び貯蔵品

前払費用

繰延税金資産

未収収益

未収入金

未収法人税等

未収消費税等

仮払金

貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物(純額)

構築物(純額)

機械装置(純額)

車両運搬具(純額)

工具器具備品(純額)

土地

建設仮勘定

　 有形固定資産合計 ※1 ※1

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

施設利用権

無形固定資産合計

投資その他の資産

   投資有価証券

関係会社株式

前払年金費用

繰延税金資産

　 長期性預金

　 その他

　 貸倒引当金

　 投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計 17,014

5,400

8,989

16,927

5,645

8,294

2,500

2,162

1

3

8

86

886

1

△ 1

2

－

1

23

3

120

10

47

△ 1

2,063

208

2,400

1

189

4

9012,100

359

△ 2

8,719

8

4

581

7,938

72

54

△ 1

1

13

481

1,564

212

－

886

52

－

0

1

52

669

3,586

5,455

135

1

0

2,645

0

17

208

10

44

(平成21年3月31日)

当事業年度前事業年度

(平成20年3月31日)

6,139

5

－

50

1

0

7

0

12

3,114
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（単位：百万円）

負債の部

流動負債

支払手形

買掛金

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税等

前受賃貸料

預り金

設備関係支払手形

受注損失引当金

流動負債合計

固定負債

長期未払金

退職給付引当金

長期預り保証金

固定負債合計

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金

資本剰余金合計

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金

繰越利益剰余金

利益剰余金合計

自己株式

株主資本合計

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

純資産合計

負債純資産合計

300

102

226

45

(平成21年3月31日)

当事業年度

(平成20年3月31日)

前事業年度

17,014

329

329

15,319 15,434

16,927

207

△ 29

14,990

68

68

137

12,000

124

370

1,694

38

551

14,400

15,349

68

68

137

13,000

85

85

14,766

△ 36

1,628

38

551

167

226

432

1,492

1,059

11

1,324

－

28

61

288

45

53

－

2,262

－

173

3

500

13

147

9

371
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（2）【損益計算書】

（単位：百万円）

（ 自 平成19年4月 1日 （ 自 平成20年4月 1日
至 平成20年3月31日） 至 平成21年3月31日）

製品売上収入

製品売上高

製品売上原価

製品期首たな卸高

当期製品製造原価

製品売上原価 ※1

製品売上総利益又は製品売上総損失(△)

賃貸収入

賃貸料収入

賃貸資産管理費 ※2 ※2

賃貸料収入総利益

総利益合計

販売費及び一般管理費 ※3 ※3

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金 ※4 ※4

雑収入

営業外収益合計

経常利益

特別利益

貸倒引当金戻入額

特別利益合計

特別損失

固定資産除却損 ※5 ※5

投資有価証券評価損

特別損失合計

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

当事業年度前事業年度

1 △ 11

1,469

－

－

－

0

1,060

686

50

303

575

107

206

238 314

373

19

279

650

964

966

964

622

71

326

860

199

127

△ 88

1,614

1,344

1,540

1,343

1,343

－

1,480

1,480

53

304

0

1

359

952

585

67

88

156

900

256

1,055

696
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日

　 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日

　 至 平成21年３月31日)

株主資本

　資本金

　　前期末残高 551 551

　　当期末残高 551 551

　資本剰余金

　　資本準備金

　　　前期末残高 68 68

　　　当期末残高 68 68

　　資本剰余金合計

　　　前期末残高 68 68

　　　当期末残高 68 68

　利益剰余金

　　利益準備金

　　　前期末残高 137 137

　　　当期末残高 137 137

　　その他利益剰余金

　　　別途積立金

　　　　前期末残高 12,000 12,000

　　　　当期変動額

　　　　　別途積立金の積立 － 1,000

　　　　　当期変動額合計 － 1,000

　　　　当期末残高 12,000 13,000

　　　繰越利益剰余金

　　　　前期末残高 1,860 2,262

　　　　当期変動額

　　　　　剰余金の配当 △ 220 △ 220

　　　　　別途積立金の積立 － △ 1,000

　　　　　当期純利益 622 585

　　　　　当期変動額合計 402 △ 634

　　　　当期末残高 2,262 1,628

　　利益剰余金合計

　　　前期末残高 13,998 14,400

　　　当期変動額

　　　　剰余金の配当 △ 220 △ 220

　　　　別途積立金の積立 － －

　　　　当期純利益 622 585

　　　　当期変動額合計 402 365

　　　当期末残高 14,400 14,766
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日

　 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日

　 至 平成21年３月31日)

　自己株式

　　前期末残高 △ 22 △ 29

　　当期変動額

　　　自己株式の取得 △ 7 △ 6

　　　当期変動額合計 △ 7 △ 6

　　当期末残高 △ 29 △ 36

　株主資本合計

　　前期末残高 14,595 14,990

　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △ 220 △ 220

　　　当期純利益 622 585

　　　自己株式の取得 △ 7 △ 6

　　　当期変動額合計 395 358

　　当期末残高 14,990 15,349

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 1,025 329

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △ 696 △ 243

　　　当期変動額合計 △ 696 △ 243

　　当期末残高 329 85

　評価・換算差額等合計

　　前期末残高 1,025 329

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △ 696 △ 243

　　　当期変動額合計 △ 696 △ 243

　　当期末残高 329 85

純資産合計

　前期末残高 15,620 15,319

　当期変動額

　　剰余金の配当 △ 220 △ 220

　　当期純利益 622 585

　　自己株式の取得 △ 7 △ 6

　　株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △ 696 △ 243

　　当期変動額合計 △ 301 115

　当期末残高 15,319 15,434
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

（ 自 平成19年4月 1日 （ 自 平成20年4月 1日
至 平成20年3月31日） 至 平成21年3月31日）

　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額　(△は減少）

退職給付引当金の増減額　(△は減少）

前払年金費用の増減額　(△は増加)

受取利息及び受取配当金

投資有価証券評価損益　(△は益)

固定資産除却損

売上債権の増減額　(△は増加)

たな卸資産の増減額　(△は増加)

その他流動資産の増減額　(△は増加)

仕入債務の増減額　(△は減少)

その他流動負債の増減額　(△は減少)

未収消費税等の増減額　(△は増加)

未払消費税等の増減額　(△は減少)

受注損失引当金の増減額　(△は減少)

長期未払金の増減額　(△は減少）

長期預り保証金の増減額　(△は減少)

小計

利息及び配当金の受取額

法人税等の支払額又は還付額　(△は支払)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の除却による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

投資有価証券の取得による支出

定期預金の増減額　(△は増加)

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出

配当金の支払額

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　現金及び現金同等物の増減額　(△は減少)

　現金及び現金同等物の期首残高

　現金及び現金同等物の期末残高

－ 0

△ 8 －

900

△ 569

△ 122

574

351

200

△ 856

0

△ 122

－

△ 0

△ 2,048

△ 1,400

△ 865

5,621

4,755

△ 7

△ 219

△ 226

484

1,409

△ 12

15

73

4

－

4

71

△ 132

△ 220

13

21

△ 354

127

860

172

0

△ 64

900

231

8

△ 0

19

△ 358

88

67

260

11

43

152

1

△ 131

10

前事業年度

783

2,000

△ 1,015

△ 107

1,237

359

△ 463

1,132

4,755

5,539

当事業年度

△ 6

△ 219

△ 226

△ 0

△ 1,199

△ 54

△ 13
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(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

該当事項なし。
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重 要 な 会 計 方 針

１ 有価証券の評価基準及び (1) 満期保有目的の債券 (1) 満期保有目的の債券

評価方法 償却原価法(定額法) 　　同左

(2) 関連会社株式 (2) 関連会社株式

移動平均法による原価法 　　同左

(3) その他有価証券 (3) その他有価証券

①時価のあるもの ①時価のあるもの

　決算末日の市場価格等に基づく 　　同左

　時価法（評価差額は全部純資産

　直入法により処理し、売却原価

　は、移動平均法により算定)

②時価のないもの ②時価のないもの

　移動平均法による原価法 　　同左

２ たな卸資産の評価基準及 通常の販売目的で保有するたな卸資産

び評価方法 　評価基準は原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によっており

ます。

(1) 製品及び仕掛品 (1) 製品及び仕掛品

先入先出法による低価法 先入先出法

(2) 原材料 (2) 原材料

移動平均法による低価法 移動平均法

（会計方針の変更）

当事業年度から｢棚卸資産の評価

　に関する会計基準｣(企業会計基準第

　9号 平成18年7月5日公表分)を適用

　し、評価基準について低価法から原

　価法(貸借対照表価額については収

　益性の低下に基づく簿価切下げの方

　法により算定)に変更しております｡

これによる損益に与える影響はあ

　りません。

３ 固定資産の減価償却の方 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産(リース資産を除く)

法 定率法(ただし、平成10年 4月 1 定率法(ただし、平成10年 4月 1

日以降に取得した建物(付属設備 日以降に取得した建物(付属設備

を除く)については定額法)によっ を除く)については定額法)によっ

ております。 ております。

なお、主な耐用年数は以下のとお なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 りであります。

建物　　　　　　　　7～38年 建物　　　　　　　　7～50年

機械装置　　　　　　　 13年 機械装置　　　　　　　  9年

（会計方針の変更） また、平成19年3月31日以前に取

法人税法の改正に伴い、当事業年 　 得したものについては、償却可能

　度から平成19年4月1日以降に取得し 　 限度額まで償却が終了した翌事業

　た有形固定資産について、改正後の 　 年度から5年間で均等償却する方

　法人税法に基づく減価償却の方法に 　 法によっております。

　変更しております｡これによる､営業

　利益、経常利益及び税引前当期純利

　益に与える影響は軽微であります。

当 事 業 年 度
自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

前 事 業 年 度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日
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（追加情報） （追加情報）

平成19年度の法人税法改正に伴い 平成20年度税制を契機として資産

　平成19年3月31日以前に取得した資 　の利用状況等を見直した結果、機械

　産については、改正前の法人税法に 　装置の耐用年数は、従来は13年とし

　基づく減価償却の方法の適用により 　ておりましたが、当事業年度から9年

　取得価額の5％に到達した事業年度 　に変更しております。

　の翌事業年度から、取得価額の5％ 　 これによる損益に与える影響は軽

　相当額と備忘価額との差額を5年間 　微であります。

　にわたり均等償却し、減価償却費に

　含めて計上しております。

これにより、営業利益、経常利益

　及び税引前当期純利益がそれぞれ11

　百万円減少しております。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。 　　同左

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(5年)に基づく定額法によっ

ております。

(3) (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス･リース取

　引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

　価額をゼロとして算定する方法によ

　っております。

なお、所有権移転外ファイナンス･

　リース取引のうち、リース取引開始

　日が企業会計基準第13号｢リース取引

　に関する会計基準｣の適用初年度開始

　前のリース取引については、通常の

　賃貸借取引に係る方法に準じた会計

　処理によっております。
４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるた 　　同左
め、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

(2) (2) 受注損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備え

　 るため、当事業年度末における受
　 注契約に係る損失見込額を計上し
　 ております。

(3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、 　　同左
当事業年度末における退職給付債
務見込額及び年金資産残高に基づ
き計上しております。

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

当 事 業 年 度
自　平成19年4月 1日 自　平成20年4月 1日

前 事 業 年 度
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（追加情報）
当社は、確定給付型の制度として

　退職一時金制度及び適格退職年金制
　度を設けておりましたが、平成19年
　10月1日に新企業年金制度へ移行し
　適格退職年金制度の全部及び退職一
　時金の一部について確定給付企業年
　金へ移行しております。

本移行に伴う損益に与える影響は
　軽微であります。

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

６ キャッシュ・フロー計算 手許現金、随時引き出し可能な預金及 　　同左

書における資金の範囲 び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する短期投資からなっておりま

す。

７ その他財務諸表作成のた 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

めの重要な事項 消費税及び地方消費税の会計処理は、 　　　　同左

税抜方式によっております。

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度
自　平成19年4月 1日 自　平成20年4月 1日
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会計方針の変更

 (リース取引に関する会計基準)

　　所有権移転外ファイナンス･リース取引について

　は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

　によっておりましたが、当事業年度から、｢リース

　取引に関する会計基準｣(企業会計基準第13号(平成

　5年6月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年3

　月30日改正))及び｢リース取引に関する会計基準の

　適用指針｣(企業会計基準適用指針第16号(平成6年1

　月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平

　成19年3月30日改正))を適用し、通常の売買取引に

　係る方法に準じた会計処理によっております。

　（借主側）

　　当事業年度に新規のリース契約はありませんでし

　たので､これによる損益に与える影響はありません｡

　（貸主側）

　　当事業年度にファイナンス･リース取引に相当す

　る賃貸契約はありませんでしたので、これによる損

　益への影響はありません。

　

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

自　平成19年4月 1日 自　平成20年4月 1日
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注 記 事 項
(貸借対照表関係)　

１ 有形固定資産の減価償却累計額    4,042百万円 １ 有形固定資産の減価償却累計額    4,229百万円

 (平成20年3月31日）  (平成21年3月31日）
前 事 業 年 度 当 事 業 年 度
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(損益計算書関係)　

１ １ 売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額は、11

百万円であります。

２ 賃貸資産管理費のうち主要な費目及び金額は、次 ２ 賃貸資産管理費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 のとおりであります。

　人件費　  　　　　　　　　　　　 102百万円 　人件費　　　　　　　　　　　　　  97百万円

　租税課金　　　　　 　　　　　　　173  〃　 　租税課金　　　　　 　　　　  　　199　〃　

　減価償却費　　　　 　　　　  　  115　〃　 　減価償却費　　　　 　　　　  　　171　〃　

　修繕費　　　　　　　           　 32　〃　 　修繕費　　　　　　　           　 16  〃　

　水道光熱費　　　　　　　　　　 　129　〃　 　水道光熱費　　　　　　　　　　 　138  〃　

　その他　　　　　 　　　　　　 　　23　〃　 　その他　　　　　 　　　　　　 　　27  〃　

　 計　　　　　　　　　　　　　  　575百万円 計　　　　　　　　　　　　　  　650百万円

３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 ３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 は、次のとおりであります。

　 役員報酬　　 　　　　 　　　　 　85百万円 　 役員報酬　　 　　　　 　　　　 　93百万円

　 従業員給与手当　　  　　　 　　　52　〃　 　 従業員給与手当　　  　　　 　　　48　〃　

　 退職給付費用　　 　　　　      　 3　〃　 　 退職給付費用　　 　　　　      　 4　〃　

　 福利厚生費 　　　　　　　　　　　12　〃　 　 福利厚生費 　　　　　　　　　　　13　〃　

　 事務管理手数料　　 　　　　　　  84　〃　 　 事務管理手数料　　 　　　　　　  58　〃　

　 交際費　 　　　　　　             3　〃　 　 交際費　 　　　　　　             3　〃　

　 株式管理費 　　 　　　　          9　〃　 　 株式管理費 　　 　　　　         10　〃　

　 事業税 　 　　　　　　　 　　 　  7　〃　 　 事業税 　 　　　　　　　 　　 　  4　〃　

　 減価償却費　　　　 　　　　　　　 4　〃　 　 減価償却費　　　　 　　　　　　　 4　〃　

　 その他　　　　 　　 　　　　　　 16　〃　 　 その他　　　　 　　 　　　　　　 15　〃　

　 計　　　　　　　  　　　　　　  279百万円 　 計　　　　　　　  　　　　　　  256百万円

４ 関係会社に対する事項 ４ 関係会社に対する事項

受取配当金には関係会社からのもの269百万円が 受取配当金には関係会社からのもの269百万円が

含まれております。 含まれております。

５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　 建物　　　 　　　  　　　　　　　 3百万円 　 建物　　　 　　　  　　　　　　　 1百万円

　 構築物     　　　　　 　　　　 　 1　〃　 　 構築物     　　　　　 　　　　 　 0　〃　

　 機械装置　　　　　 　　　         0　〃　 　 機械装置　　　　　 　　　         0　〃　
　 建物撤去費　　　　  　  　　   　11　〃　 　 建物撤去費　　　　  　  　　   　 1　〃　
　 原状回復費用　　　　　　　　　　 54　〃 　 構築物撤去費　　　　　　　    　  5　〃
　 その他     　　　　　     　　 　 1　〃　 　 原状回復費用　　　　　　　　　　 59　〃
　 計　　 　　　　 　　　   　　 　 71百万円 　 その他     　　　　　     　　 　 0　〃　

　 計　　 　　　　 　　　   　　 　 67百万円

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度
自　平成19年4月 1日 自　平成20年4月 1日
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成19年4月1日　至 平成20年3月31日)

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式

　　普通株式

　　　合　　計

自己株式

　　普通株式

　　　合　　計

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

3.配当に関する事項

 (1)配当金支払額

平成19年6月26日

定時株主総会

 (2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

平成20年6月24日

定時株主総会

効力発生日

20 平成20年3月31日 平成20年6月25日

1株当たり
配当額(円)

基準日決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
1株当たり配当額

(円)

前事業年度末株式数 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

－ 22,765

－ 11,028,869

－ － 11,028,869

　　 減少株式数(株) 　　 株式数(株)

－

2,04820,717

平成19年6月27日

2,04820,717 22,765

基準日 効力発生日

20

　　　　　　(株)

11,028,869

　　増加株式数(株)

11,028,869

普通株式 利益剰余金 220

－

平成19年3月31日普通株式 220
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当事業年度(自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日)

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式

　　普通株式

　　　合　　計

自己株式

　　普通株式

　　　合　　計

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

3.配当に関する事項

 (1)配当金支払額

平成20年6月24日

定時株主総会

 (2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

　　次のとおり決議を予定しております。

平成21年6月24日

定時株主総会

1株当たり
配当額(円)

普通株式 利益剰余金 220 20

効力発生日

平成20年6月25日

平成21年3月31日 平成21年6月25日

基準日

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
1株当たり配当額

(円)

20 平成20年3月31日普通株式 220

決議 株式の種類 配当の原資

24,544－

基準日 効力発生日

配当金の総額
(百万円)

22,765 1,779

－ 24,54422,765 1,779

11,028,869 －

－ 11,028,869

－ 11,028,869

11,028,869 －

当事業年度 当事業年度末

　　 減少株式数(株) 　　 株式数(株)　　　　　　(株) 　　増加株式数(株)

前事業年度末株式数 当事業年度
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定         　     　5,455百万円 現金及び預金勘定         　     　6,139百万円

預入期間が３ヶ月を超える    　          　 預入期間が３ヶ月を超える    　      

定期預金　　　　　　　　　　　　　　700百万円　 定期預金　　　　　　　　　　　　　  600百万円

現金及び現金同等物　　　　   　　 4,755百万円 現金及び現金同等物　　　　   　　 5,539百万円

（リース取引関係）

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 相当額及び期末残高相当額

                           　　  工具器具備品                           　　   工具器具備品

取得価額相当額　　　　　　　       　30百万円 取得価額相当額　　　　　　　       　17百万円

減価償却累計額相当額　 　　  　　 　 13　〃 減価償却累計額相当額　 　　  　　 　  5　〃

期末残高相当額　　　 　 　　 　  　  16百万円 期末残高相当額　　　 　 　　 　  　  11百万円

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有 (注)　　同左

     形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

　　 め、支払利子込み法により算定しております。

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　　　　　　　　　   　　　 5百万円 １年内　　　　　　　　　　　   　　　 3百万円

１年超　　　　　　　　　　   　  　  11　〃　 １年超　　　　　　　　　　   　  　   8　〃　

合　計　　　　　　　　　　   　  　  16百万円 合　計　　　　　　　　　　   　  　  11百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は未経過リース料 (注)　　同左

     期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

     合が低いため、支払利子込み法により算定してお

     ります。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額

　(1) 支払リース料　　　  　 　　　　　　 4百万円 　(1) 支払リース料　　　  　 　　　　　　 5百万円

  (2) 減価償却費相当額　　　 　　　　  　 4　〃　   (2) 減価償却費相当額　　　 　　　　  　 5　〃　

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定 　　同左

額法によっております。

以外のファイナンス・リース取引

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

ている科目の金額との関係

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

自　平成19年4月 1日 自　平成20年4月 1日

前 事 業 年 度

自　平成19年4月 1日

当 事 業 年 度

自　平成20年4月 1日

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
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(有価証券関係）

１.

時　　　価 時　　　価 差　　　額
時価が貸借対照表

計上額を超えるもの

国　　　　債 ２，８０６ ２，００６ ６

時価が貸借対照表

計上額を超えないもの

国　　　　債 － － －

合　　　　計 ２，８０６ ２，００６ ６

２.

時　　　価 時　　　価 差　　　額

関連会社株式 ３８，４８６ ２８，０４４２７，７６０

３.

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 差　　　額
貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株　　　　式 ４１６ ９９１ ３８２ ５４５ １６２

債　　　　券 － － －

そ　 の　 他 ９ ６ ０

小　　　　計 １，００１ ５５２ １６３
貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株　　　　式 ７８ ９４ △３

債　　　　券 ９１ ８４ △１５

そ 　の 　他 １９０ １３１ －

小　　　　計 ３６０ ３１０ △１８

合　　　　計 １，３６２ ８６３ １４４

(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前事業年度127百万円、
　　当事業年度において88百万円減損処理を行い、投資有価証券評価損を計上しております。

　　

５７５

５７８

△１３

△２３

（単位：百万円）
関連会社株式で時価のあるもの

－－

２，８００ １，９９９

２，８００ ６ １，９９９

満期保有目的の債券で時価のあるもの

６

（単位：百万円）

－

差　　　額 貸借対照表計上額

区　　　　分
前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

(平成20年3月31日) (平成21年3月31日)

貸借対照表計上額

その他有価証券で時価のあるもの

(平成20年3月31日)
前 事 業 年 度

貸借対照表計上額

区　　　　分

２８４

差　　　額貸借対照表計上額

２８４ ３８，２０２

１００

差　　　額

３

７１８

取得原価

－

１００

１３１

８０７

３８３ ３２９

△１

△８

５５５

有　　価　　証　　券

（単位：百万円）

区　　　　分
当 事 業 年 度

(平成21年3月31日)
前 事 業 年 度

(平成20年3月31日)

取得原価

当 事 業 年 度
(平成21年3月31日)

－

６

３８９

９７

－

６

２０４

７９

４２３
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４.

　関連会社株式

　中期国債ファンド　

非 上 場 株 式

合　　　　計

５.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

前事業年度(平成20年3月31日）

区　　 　分

　① 債 　 券
　　 国    債
　② そ の 他

合　　　 計

当事業年度(平成21年3月31日)

区　　 　分

　① 債 　 券
　　 国    債
　② そ の 他

合　　　 計 ８４

－
－
－

－
８４

１，１９９

８００
－

８００

１，１９９
－

1年以内 1年超 5年以内 5年超 10年以内

６９５

1年以内

－

時価評価されていない有価証券

(1)関連会社株式
（単位：百万円）

区　　　　分
前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

(平成20年3月31日) (平成21年3月31日)

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

(2)その他有価証券

1年超 5年以内 5年超 10年以内

－

当 事 業 年 度
(平成20年3月31日) (平成21年3月31日)

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

８００

７ ７

（単位：百万円）

10年超

１００

（単位：百万円）

１０１

５９５

６９６

９１

10年超

区　　　　分
前 事 業 年 度

１，９９９ ８００

５９５

－

（単位：百万円）

－ － ９１
１，９９９ －
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（デリバティブ取引関係）

　前事業年度（自 平成19年4月1日　至 平成20年3月31日）

　　当社は、デリバティブ取引を利用していないので該当事項はありません。

　当事業年度（自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日）

　　当社は、デリバティブ取引を利用していないので該当事項はありません。

（持分法損益等）

関連会社に対する投資の金額 関連会社に対する投資の金額

持分法を適用した場合の 持分法を適用した場合の

投資の金額 投資の金額

持分法を適用した場合の 持分法を適用した場合の

投資利益の金額 投資利益の金額

（関連当事者との取引）

会社等 資本金 取引金額 期末残高

属性 住所 役員の 科目
の名称 (百万円) 兼任等 (百万円) (百万円)

法人主要 ㈱IHI 東京都 95,762 被所有 兼任 売掛

株主 江東区 割合  3 人 339 金 114

直接 買掛

12.66 10 金 1

間接

 1.54 1 － 　　　－

取引条件及び取引条件の決定方針等

 １ (1)産業機械の販売については、一般取引条件と同様に、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示

　　　し、価格交渉のうえ決定しております。

　　(2)原材料の購入については、㈱IHIにより算定された価格により、有償支給されております。

 ２　上記取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 ３　石川島播磨重工業㈱は平成19年7月1日付で㈱IHIに社名変更しております。

エンジン・

船舶海洋等

の製造販売

ント・航空

割合鉄構・プラ

当社製品の
販売

所有

 

 有償支給原
 材料の購入材料の購入0.00

 販売他

20,231　〃　

1,130　〃　

 賃借料他

有償支給原

議決権等の

 産業機械の

 1.親会社及び法人主要株主等

又は職業
事業上

関係内容事業の内容

機械・物流

886百万円

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度
自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

自　平成19年4月 1日

1,207　〃　

至　平成20年3月31日

886百万円

直接

所有(被所有)

　　　19,568　〃　

　前事業年度（自 平成19年4月1日　至 平成20年3月31日）

取引の内容
割合(%) の関係
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会社等 資本金 取引金額 期末残高

属性 住所 役員の 科目
の名称 (百万円) 兼任等 (百万円) (百万円)

主要株主 ㈱IHI回 東京都 1,033 所有 被所有 － 売掛

(会社等) 転機械 中央区 割合 503 金 248

が議決権 直接

の過半数 製造･保守･ 0.03

を所有し サービス

ている会

社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

 １  産業機械の販売については、一般取引条件と同様に、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し

　　 価格交渉のうえ決定しております。

 ２　上記取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 ３　石川島汎用機サービス㈱は平成19年7月1日付で石川島汎用機械㈱及び石川島風水力サービス㈱と統合し、㈱

　　 IHI回転機械となりました。

　(追加情報)

　　当事業年度から平成18年10月17日公表の、｢関連当事者の開示に関する会計基準｣(企業会計基準委員会 企業

　会計基準第11号)及び｢関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準委員会 企業会計基準第13

　号)を適用しております。

　　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 関連当事者との取引

会社等 資本金 取引金額 期末残高

属性 所在地 科目
の名称 (百万円) (百万円) (百万円)

法人主要 ㈱IHI 東京都 95,762 被所有 売掛

株主 江東区 割合 409 金 136

直接  有償支給原材料 買掛

12.68 14 金 2

間接

 1.54 4 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

 １ (1)産業機械の販売については、一般取引条件と同様に、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示

　　　し、価格交渉のうえ決定しております。

　　(2)原材料の購入については、㈱IHIにより算定された価格により、有償支給されております。

 ２　上記取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 

 当社製品の販売

 の購入

割合

－

 材料の購入

 賃借料他

0.00

 役員の兼任　3人

 産業機械の

ント・航空 直接

 販売他
機械・物流･所有

 有償支給原

鉄構・プラ 割合

議決権等の

取引の内容
割合(%)

関連当事者との関係所有(被所有)

 販売

 当社製品の  産業機械の

の関係
取引の内容事業上

回転機械の

議決権等の

所有(被所有)

割合(%)

関係内容

又は職業

事業の内容

 当事業年度（自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日）

 販売他

又は職業

の製造販売

 2.兄弟会社等

事業の内容

圧縮機をは

じめとする

エンジン・

船舶海洋等

 1.親会社及び法人主要株主等
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会社等 資本金 取引金額 期末残高

属性 所在地 科目
の名称 (百万円) (百万円) (百万円)

㈱IHI回 東京都 1,033 被所有 売掛

転機械 江東区 割合 561 金 312

主要株主 直接

(会社等) 及び修理 0.06

が議決権

の過半数 0 － －

を所有し

ている会 ㈱IHI 東京都 490 売掛

社等 ﾌｫｲﾄ 中央区 390 金 19

ﾍﾟｰﾊﾟｰ

ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 及びｻｰﾋﾞｽ

取引条件及び取引条件の決定方針等

 １  産業機械の販売については、一般取引条件と同様に、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し

　 　価格交渉のうえ決定しております。

 ２　上記取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 ３　㈱アイ･エイチ･アイフォイトペーパーテクノロジーは平成20年7月1日付で㈱IHIフォイトペーパー

　　 テクノロジーに社名変更しております。

 2.兄弟会社等

事業の内容 議決権等の

所有(被所有)

割合(%)

取引の内容
又は職業

 産業機械の
 販売他割合

－

所有  当社製品の販売

販売、据付

圧縮機の

冷暖房機・

関連当事者との関係

－

 消耗品の

 購入他

 産業機械の同　上

販売､据付

設計､製造､  販売
製紙機械の
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（税効果会計関係）

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

未払事業税 退職給付引当金

退職給付引当金 役員退職慰労長期未払金

役員退職慰労長期未払金 投資有価証券評価損

投資有価証券評価損 その他

その他 繰延税金資産の小計

繰延税金資産合計 評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

繰延税金負債 未収還付事業税 △4百万円

その他有価証券評価差額金 その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計 繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額 繰延税金資産の純額

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 法定実効税率

(調整) (調整)

交際費等永久に損金に算入され 交際費等永久に損金に算入され

ない項目 ない項目

受取配当金等永久に益金に算入 受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 されない項目

評価性引当額の増減 6.6〃

その他 その他

税効果会計適用後の法人税等の 税効果会計適用後の法人税等の

負担率 負担率

△59　〃　

　158百万円

   27.7％

△12.8〃

  35.0％

  　0.1〃   0.2〃

△13.4〃

△63百万円

  94百万円

△178百万円

 0.3〃

  134百万円

40.7％

0.3〃

40.7％

△58　〃　

　23百万円 92百万円

　　164　〃　

　　15　〃　

　　57　〃　

　312百万円

△178百万円

　28  〃　 　217百万円

　51  〃　

前 事 業 年 度

(平成20年3月31日)

　80　〃　

　　15　〃　

当 事 業 年 度

(平成21年3月31日)
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（1株当たり情報）

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益

(注)1.潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　2.(1)1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

純資産の部の合計額（百万円）

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)

普通株式に係る純資産額（百万円）

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（千株）

当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

普通株式に係る当期純利益（百万円）

期中平均株式数（千株）

（重要な後発事象）

　　前事業年度（自 平成19年4月1日　至 平成20年3月31日）

　　該当事項はありません。

　　当事業年度（自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日）

　　該当事項はありません。

11,007 11,005

622 585

15,434

15,434

622

自　平成19年4月 1日

至　平成21年3月31日至　平成20年3月31日

至　平成21年3月31日

自　平成19年4月 1日

至　平成20年3月31日

15,319

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

自　平成19年4月 1日 自　平成20年4月 1日

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

1,391.91円 1,402.62円

前事業年度

56.54円 53.22円

前事業年度

－

15,319

自　平成20年4月 1日

当事業年度

－

－

　　　(2)１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

11,006 11,004

自　平成20年4月 1日

当事業年度

585

－
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（退職給付関係）

１ 採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要

退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制度のほ 退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制度のほ

か、確定給付企業年金制度に加入しております。 か、確定給付企業年金制度に加入しております。

なお、平成19年10月1日に適格退職年金制度の全部

及び退職一時金の一部について確定給付企業年金制

度へ移行しております。

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務                   △306百万円 イ 退職給付債務                   △304百万円

ロ 年金資産                         108　〃　 ロ 年金資産                          78　〃　

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)　   △198百万円 ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ)　   △226百万円

ニ 前払年金費用　　　　　　　　　　　 8　〃　 ニ 退職給付引当金(ハ)　　　　　　 △226百万円

ホ 退職給付引当金(ハ－ニ)　　　　 △207百万円

(注)退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用 (注)　同左

　　しております。

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用             　　　　　 　47百万円 イ 勤務費用             　　　　　 　49百万円

ロ 退職給付費用　　　　　　　　　　　47百万円 ロ 退職給付費用　　　　　　　　　　　49百万円

至　平成20年3月31日 至　平成21年3月31日

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

自　平成19年4月 1日 自　平成20年4月 1日
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品 目

百万円 百万円

暖 房 機 ２４９ １５７

食 器 洗 浄 機 ２５４ ４０４

製 紙 装 置 ３４５ ４０４

航 空 機 部 品 ４４８ ５００

そ の 他 ４７ ２

合 計 １，３４４ １，４６９

　　表示しております。なお、前事業年度についても、当事業年度に合わせて組み替えて算出しており

　　ます。

受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

暖 房 機 １８８ １６８ １２４ １３５

食 器 洗 浄 機 ３８７ ４０５ ９６ ９７

製 紙 装 置 ５５６ ５５０ ４０ １８７

航 空 機 部 品 ４７５ ９５ ４６９ ６５

そ の 他 ９ － ２ －

合 計 １，６１６ １，２２１ ７３３ ４８６

(注)「航空機部品」「その他」の表示内容の変更は、(1)生産実績の(注)に記載しております。

前事業年度 当事業年度

至 平成２０年 ３月 至 平成２１年 ３月

当事業年度

自 平成１９年 ４月

(注)当事業年度より品目の「その他」に含まれておりました航空部品関連部品を「航空機部品」として

生産、受注及び販売の状況

（1）生産実績

（2）受注実績

品 目

自 平成２０年 ４月

至 平成２１年 ３月至 平成２０年 ３月

自 平成１９年 ４月

自 平成２０年 ４月

前事業年度
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品 目

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

暖 房 機 ２４９ ８．７ １５７ ５．１ △ ９１

食 器 洗 浄 機 ２５４ ８．８ ４０４ １３．１ １５０

製 紙 装 置 ３４５ １２．０ ４０４ １３．１ ５８

航 空 機 部 品 ４４８ １５．５ ５００ １６．２ ５１

そ の 他 ４７ １．６ ２ ０．１ △ ４４

小 計 １，３４４ ４６．６ １，４６９ ４７．６ １２４

賃 貸 料 収 入 １，５４０ ５３．４ １，６１４ ５２．４ ７３

合 計 ２，８８５ １００．０ ３，０８３ １００．０ １９８

(注)「航空機部品」「その他」の表示内容の変更は、(1)生産実績の(注)に記載しております。

至 平成２１年 ３月

自 平成１９年 ４月

至 平成２０年 ３月

（3）販売実績　　　　　

増　　減

自 平成２０年 ４月
前事業
年度

当事業
年度
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新立川航空機㈱(5996)平成21年3月期決算短信(非連結)

　役  員  の  異  動　　(平成21年6月24日付)　

1 代表者の異動

異動ありません。

2 その他役員の異動

新任取締役候補者

以　上　　

　取締役 経理部長　　　　渡邊亘章
　　　　 現・当社経理部長

 わたなべ のりあき
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